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 以上のような背景の下で，長期信用銀行法が制定されるようになる。1952 年 2 月，第三次
吉田内閣の大蔵大臣であった池田勇人が衆議院予算委員会ではじめて投資銀行（長期信用銀行）
設立構想を公にした。そして，その年の 3 月 11 日に，長期信用銀行法案が閣議決定され，6





 また，1952 年 6 月の貸付信託法の制定により，戦前の信託会社は銀行業務を兼営する信託銀
行に転換され，長期信用銀行と並んで戦後における民間の長期金融分野を担うことになった 1)。 
                                                          
1）以上については，日本長期信用銀行『日本長期信用銀行十年史』（日本長期信用銀行，1962 年），29～
44ページおよび岡田康司『長銀の誤算』（扶桑社，1998年），25～28ページを参照した。 
第 1表 金融機関のオーバー・ローン 
    （単位 ％） 
 全国銀行 都市銀行 
 貸出／実質預金 日銀貸入金／実質預金 貸出／実質預金 日銀借入金／実質預金 
昭和 23年末  82.9 10.6 88.0 14.9 
24  94.9 11.9 100.9 15.4 
25 104.1 14.2 110.9 18.9 
26 105.6 14.1 116.9 22.6 
27 103.4 10.3 113.1 16.2 













































 第２図 長銀が発足する前後の金融制度の系譜 
（出所）岡田康司『長銀の誤算』（扶桑社，1998年），29ページ。 
明治 

















 貸出残高合計 設備資金貸出残高比率 中小企業向け貸出残高
比率 
1960 100 86 6 
1965 100 86 11 
1970 100 83 16 
1975 100 72 17 
1980 100 57 30 
1985 100 42 30 
1990 100 35 42 
1995 100 33 45 
1998 100 32 48 
（出所）日本銀行『経済統計月報』および『経済統計年報』より作成。 







1960 100 8 27 
1965 100 8 24 
1970 100 12 26 
1975 100 19 35 
1980 100 21 47 
1985 100 21 52 
1990 100 38 71 
1995 100 36 71 































年中 都銀 地銀 第二地銀 信託銀行 
長信銀 信託勘定 計 合計 
1960 25.1 11.5 － 0.5 37.8 25.0 62.8 100.0 
1965 18.9 13.3 － 0.9 35.5 31.3 66.8 100.0 
1970 25.9 19.7 － 1.6 25.9 26.9 52.8 100.0 
1975 32.3 23.0 － 1.9 20.9 21.9 42.8 100.0 
1980 35.9 28.0 － 1.4 17.7 17.0 34.7 100.0 
1985 44.9 28.1 － 2.3 15.5  9.2 24.7 100.0 
1990 53.3 22.2 10.5 2.3  6.8  5.0 11.8 100.0 
1995 43.9 28.0 11.8 3.9  8.8  3.6 12.4 100.0 
1997 45.3 26.6 10.5 4.9  9.9  2.7 12.6 100.0 
（出所）日本銀行『経済統計年報』より作成。     
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 第 5 表によって，公社債発行残高の構成比をみると，国債の割合は一貫して上昇し，1965




とを示している。都市銀行の消化割合は，1960年度の 50.4％から 1982年度には 8.1％にまで
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急激に低下している。それに代わって，個人・事業法人の割合が，1960年度の 18.6％から 1982
年度の 66.5％へと急速に拡大している 4)。 
 このような状況のなかで長銀は，1960年代後半以降個人への金融債の消化体制を小規模な店
舗を首都圏や関西圏に次々と設置しながら強化していった 5)。その結果，普通銀行の預金と金




（東洋経済新報社，1977年），第 4章第 4節および第 5章第 4節を参照されたい。 
第５表 公社債発行残高の構成比 
（単位：％） 
年度末 国債 金融債 政保債 地方債 事業債 
1965  3.3 50.2 14.8 3.9 27.7 
  70 19.4 43.7 13.7 3.2 20.1 
  75 34.8 41.7 6.3 2.6 14.5 
  76 41.0 37.6 6.0 2.8 12.7 
  77 47.2 33.1 5.9 2.9 10.9 
  78 51.5 29.7 6.1 3.1  9.5 
  79 57.6 24.6 6.2 3.2  8.4 
  80 60.4 22.4 6.4 3.2  7.5 
  81 61.6 21.4 6.6 3.2  7.2 






年度 都・長銀 地銀 その他 
金融機関 個人・法人等 計 金額 
1960 50.4 19.3 11.7 18.6 100  1,811 
  65 43.3 12.6 16.8 27.3 100  6,053 
  70 32.7 10.3 21.8 35.2 100 11,280 
  75 16.4 9.4 20.9 53.3 100 27,880 
  76 14.9 9.8 18.2 56.7 100 33,309 
  77 13.2 10.0 21.5 55.3 100 34,974 
  78 13.2 11.1 22.5 53.2 100 35,159 
  79 12.6 12.0 20.9 54.5 100 32,559 
  80 11.5  9.8 19.0 59.7 100 46,151 
  81  9.5  9.5 17.2 62.8 100 54,617 











 以上のように，資金調達の側面では，早くも 1965 年以降の国債発行により，長期信用銀行






















 第 2表によって，もう一度長期信用銀行の設備資金貸出残高比率をみると，1970年には 83％
                                                          
6）『崩壊連鎖』，15ページ参照。 
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であったものが，その後急速に低下し，1990 年には 35％となり，1998 年には 32％になって
いる。大企業への設備資金供給という業務が縮小するなかで，新たな貸出先として中小企業向




年および 65年の 8％から 1990年には 38％へと拡大している。特に，バブル景気に沸いた 80


















年末 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 
製造業 54.9 59.9 58.3 53.8 41.2 27.1 16.3 
建設業  0.6  2.0  1.6  2.7  1.6  1.1  1.3 
卸売・小売  1.7  4.8  7.7  6.9  5.4  4.0  4.9 
不動産業  0.9  3.1  4.4  6.0  5.4  7.2 12.9 
運輸通信業 13.0 10.0 11.1 10.2  8.6  8.6  8.9 
電気・ガス・水道 20.1 11.8  7.8  9.3 18.1 22.2 16.6 
サービス  1.7  3.4  5.5  5.9  7.5 14.6 27.1 
その他  7.1  5.0  3.6  5.2 12.2 15.2 12.0 
合計 100 100 100 100 100 100 100 
（出所）日本銀行『経済統計月報』，『経済統計年報』より作成。  



























とになった。その方向性が示された第 5 次長期計画は，1985 年に発表された。この新計画で
は，人員の大幅な削減と旧来型の融資業務からの脱却，つまりは投資銀行業務への転換が打ち
出されていた。 
                                                          
































さらにその年，一年前倒しで中小企業に重点を置いた拡大路線を歩む第 6 次長期計画（第 6
次長計）を策定した。こうして，不動産融資への急傾斜に拍車がかかり，当初の理想は葬り去
                                                          
9）以上については，『崩壊連鎖』，16～17ページを参照した。 
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られることになった 10)。 
























































年末 都市銀行 長信銀 信用金庫 
1980 10.3 12.3 18.3 
1983 11.2 11.8 19.4 
1985 12.8 12.8 20.0 
1986 14.9 14.9 20.9 
1987 15.4 15.4 21.9 
1988 16.2 16.0 22.3 
1989 16.5 16.2 22.6 
1990 15.9 15.7 22.3 
1993 17.3 17.1 21.9 
1995 17.5 18.6 22.0 
1997 18.2 19.7 22.3 
1998 18.7 21.9 － 
（注）不動産向け融資は，不動産業と建設業向けへの融資の合計である。 
（出所）日本銀行『経済統計月報』および『経済統計年報』より作成。  















事に迎え入れられ，そのわずか 3年後の 1985年 5月に理事長に就任したことである。 
 第二は，イ社と同じビルに居を構えていた安全信用組合である。ビルの同居人として両社の
親子は，挨拶を交わすうちに次第に打ち解け合い，意気投合するようになった。鈴木紳介は，
サラリーマン生活に終止符を打ち，1980 年 9 月に安全信用組合の理事長の跡継ぎとして常務
理事に迎えられ，83年 6月からは理事長に就任した。こうして，1994年の東京二信組事件の
主役 2人が，バブル元年の 1985年に金融業の面白さに目覚めていくことになる。 































年 3 月 27 日，金融機関に対して不動産向け融資を抑制する通達を出した。イ社は，不動産会
社に分類されていたため，今までのように銀行から簡単に資金を集めることができなくなった。
こうして，ついに 1990年秋に，イ社は資金ショートを起こすことになる。 




































その後，巨額の不良債権を抱え，1998 年 9 月に会社更生法の適用を東京地裁に申請すること






 こうして長銀本体と関連会社が抱えることになった不良債権の額は 1991年末の行内調査の 























政府系等 日本開発 164 － － － 25 189 
 日本輸出入 42 － － － － 42 
 農林中金 1,201 2 22 2 124 1,351 
 商工中金 55 － － 10 － 65 
 全信連 85 － － － － 85 
長 信 銀 日本長期信用 2,557 1,508 869 1,118 143 6,195 
 日本債券信用 69 － 26 30 － 125 
信  託 住友信託 1,549 － 161 1 68 1,778 
 三菱信託 1,482 697 444 80 56 2,759 
 東洋信託 335 310 318 201 12 1,176 
 安田信託 293 56 114 41 7 510 
 中央信託 107 6 133 71 － 318 
 三井信託 13 12 113 15 － 153 




10 － － － － 10 
都  銀 東京三菱 848 － 93 134 52 1,127 
 東海 591 202 93 74 16 975 
 住友 503 118 123 － 28 772 
 三和 329 50 103 24 16 523 
 富士 277 － 62 100 13 452 
 北海道拓殖 192 － － － － 192 
 第一勧業 90 529 107 144 － 869 
 あさひ 50 － － 14 － 64 
 さくら － － 120 － － 120 
 大和 － － 10 7 － 17 
地  銀 計 1,016 251 129 162 18 1,576 
第 2地銀 計 206 71 60 79 10 426 
外  銀 計 45 112 120 80 － 357 
生  保 第一生命 621 3 182 101 21 928 
 日本生命 460 23 184 43 12 722 
 三井生命 328 － 51 32 20 431 
 千代田生命 310 10 50 97 － 467 
 協栄生命 267 49 168 80 31 596 
 明治生命 233 － 12 － 12 258 
 太陽生命 225 － － － 6 231 
 日本団体生命 219 25 59 48 － 350 
 安田生命 187 13 42 22 30 294 
 第百生命 128 － － 10 － 138 
 住友生命 103 5 4 15 37 163 
  その他 441 5 89 97 6 638 
損  保 計 945 17 101 230 132 1,425 
ノンバンク 計 － 840 － － － 840 
信  連 計 1,243 － － － 93 1,336 
共 済 連 計 1,058 － 321 2 － 1,381 
そ の 他  3 48 30 － － 81 
合  計  18,889 4,961 4,512 3,164 1,002 32,528 
（出所）日本の金融を憂う会『長銀破綻の真実』（とりい書房，1998年），55ページ。  
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権を設定した。その年の 9月には，日本リースが 50億円を設定しており，翌 89年 6月には，
長銀が出資している第一住宅金融が 100億円，7月には日本ランディックが 100億円，92年 3































































































































































を 90 年 8 月に設立し，91 年 6 月には長銀不稼働資産対策プロジェクトチームを発足させた。

















































































事業化する目的で 94年 2月に設立され，94年に 12物件，95年に 18物件を取得し，95年か












                                                          
18）『元役員が見た長銀破綻』，42～49ページ。 
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受け皿会社（ペーパーカンパニー）との間に複雑に入り組んだ構図を作りだしたが，それらの間
での融資をめぐる相関関係は，第 4図に示されている。 



























 第４図 長銀の融資をめぐる実質系列会社との相関関係 
（出所）須田慎一郎『長銀破綻』（講談社，1998年），115ページ。 













































                                                          




















11 月 10 月 9 月 8 月 7 月 6 月 5 月 4 月 




























































































露呈し，長銀破綻に拍車をかけた側面がある。そこで，まず 1998 年 3 月期に新たに公的資金
が投入されるまでの経過を見ておくことにしよう。 
 新たな公的資金投入を含む金融危機対策の動きが強まったのは，1997年 11月の金融危機に
おいてである。特に，拓銀の破綻から一夜明けた 1997年 11月 18日，自民党は臨時経済対策
協議会を開き，公的資金の投入を軸とする金融不安の解消策の検討を始めた。さらに，12 月
25 日には，自民党緊急金融システム安定化対策本部（本部長・宮沢喜一元首相）が公的資金投入




















点での長銀問題とは，98 年 3 月期の決算までにしかるべき手を打たなければ自己資本比率が














                                                          
22）以上については，主に『金融動乱』第 7章，『長銀破綻』第 2章を参照した。 
































































                                                          
23）以上については，『金融動乱』第 10・11章，『長銀はなぜ破れたか』210～218ページ，『犯意なき過ち』
192～204ページを参照した。 
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関係，といった問題を解明してきた。 
 以上において，長銀の経営破綻をコーポレート・ガバナンスの観点から分析することによっ
て，その原因をよりよく分析できることが明らかになったと思われる。 
 
 
 
